
35 #REF! #REF! 6.51% 4.78%
18.88% 18.88% 18.88% 16.52%

　（単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
- - 163,546 121,990 278,186
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- - 163,546 121,990 278,186
- - 2,511,659 2,551,883 2,601,207

- - － － －
- - (6.51%) (4.78%) (10.69%)

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
- - 9,626 193 11,525
- - - 3,738 3,520
- - 1,332 10,782 8,187
- -
- -
- -
- -
- -
- -

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
- - 273,366 260,614 285,042
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- - 26,397 24,454 12,163
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -

- - 474,267 421,771 598,623
- - 2,511,659 2,551,883 2,601,207

- - － － －
- - (18.88%) (16.52%) (23.01%)

　○用語解説

・一般会計等：地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・実質赤字比率：地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率
・実質赤字額：当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額であり、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額
・連結実質赤字比率：地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率
・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の
　額を控除した額、法非適用企業の場合：基本的に一般会計等の実質赤字額と同様に算定した額）

・公営企業：地方公共団体が経営する企業（地方公営企業法が適用される法適用企業とそれ以外の法非適用企業に分類）
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◎　実質赤字比率、連結実質赤字比率の状況と推移
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35 　　　

　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べた率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度ごとに実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均数値を計算する

　　ことにより算定します。

　　（１）単年度ごとの実質公債費の比率を計算（下は、H21決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去3ヶ年の平均数値を計算（小数点以下第１位未満切捨）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について、他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について、他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会

　　計等が負担する地方債の償還の内容について、具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 20.1 4.9 ▲ 5.5 ▲ 4.8

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 13.2 ▲ 0.1 2.0 0.4

④組合等負担等額 56.6 44.8 ▲ 23.6 17.2

⑤債務負担行為 581.5 46.8 257.0 ▲ 97.7

⑥一時借入金    皆増    皆減

元利償還金等(a) ▲ 0.4 8.4 33.9 ▲ 38.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 26.7 34.6 18.5 11.0

公債費算入（準元利） 0.0 0.0 0.0 ▲ 2.8

事業費補正（元利） ▲ 27.8 ▲ 14.7 ▲ 12.7 ▲ 16.5

事業費補正（準元利） ▲ 15.1 ▲ 2.1 ▲ 1.0 0.0

密度補正（元利）

密度補正（準元利） 5.6 4.9 7.3 ▲ 0.9

算入公債費等の額(b) ▲ 14.6 0.0 0.3 ▲ 1.9

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

20.4 17.0 63.5 ▲ 58.7

H21決算

363,878

0
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14,651

8,739

0

623,883

0
29,576
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272,969

H21決算
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6,782
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30.11388471

12.13037591

(H19単年度の実質公債費比率)
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16.3% 21.7%
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久山町
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－

－
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0 0 0 0
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108,738 388,191

0 0 238 0
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0 0 0
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

　（※　平成17年度及び平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値である。）

1/2



35 　　　
16.3% 21.7%

久山町 ◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.5 4.9 2.6 ▲ 4.2

普通交付税額 ▲ 8.3 ▲ 9.5 ▲ 0.7 16.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 7.5 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2

標準財政規模(c) ▲ 0.1 1.6 1.6 1.9

算入公債費等の額(b) ▲ 14.6 0.0 0.3 ▲ 1.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 2.8 1.9 1.8 2.6

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

17.1 14.9 60.5 ▲ 59.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）

H19決算 H20決算 H21決算
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35 　　　　　

　○　将来負担比率は、その地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とし

　　た額（※）と比べた率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成21年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第１位未満切捨）

将来負担額(A) 充当可能財源額等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負担額（分子）が負の値の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について、他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について、他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について、具体的に分析

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源額等額(Ｂ)」〕

　○　将来負担額(A) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 ー ー ▲ 3.6 ▲ 0.4

②債務負担行為 ー ー ▲ 75.4 ▲ 6.9 0

③公営企業債等繰入見込額 ー ー 3.0 ▲ 3.1 ◎

④組合等負担等見込額 ー ー ▲ 5.3 ▲ 20.1 0

⑤退職手当負担見込額 ー ー 4.3 ▲ 9.8 0

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ー ー 0

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ー ー ▲ 6.8 ▲ 2.4 ◎

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ー ー 0

⑨連結実質赤字額 ー ー 0

⑩組合等連結実質赤字額 ー ー

将来負担額(A) ー ー ▲ 5.1 ▲ 2.7

　○　充当可能財源額等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

⑪充当可能基金 ー ー ▲ 12.7 22.3

⑫特定歳入〔都市計画税以外〕 ー ー 21.2 37.5

⑬特定歳入〔都市計画税〕 ー ー

⑭交付税算入見込額 ー ー ▲ 2.7 1.2

充当可能財源額等(B) ー ー ▲ 4.5 6.1

　◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額 ー ー ▲ 5.9 ▲ 14.2
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＝
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5,995,481

H18決算 H19決算

1,294,781

ー 85,056

1,130,982

103,047

ー

4,416,091

184,322

388,932

0

10,007,332

0

2,480,309

0

0

ー

H17決算

ー

H18決算 H19決算

ーー

ーー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ーー 4,630,221

ー

H17決算

ー

ー

0

ー

ー

ー

H17決算

ー

ー

ー

0

2,256,889

平成21年度
将来負担比率

350,914
＝

3,738,256

2,250,2932,601,207
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0

0
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0
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◎ 将来負担比率の状況と推移
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35 　　　　　久山町
◎ 将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） ー ー 1.6 1.9

・資金算入公債費等の額(D) ー ー 0.3 ▲ 1.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政規模 ー ー 1.8 2.6

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の前年度末における地方債現在高

・②債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく支出予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）

・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが

　　必要と見込まれる額

・④組合等負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と

　　見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に

　　おいて実質的に負担することが見込まれる額

・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕 

　　： 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額やその者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・
　 経営状況を勘案して一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

・⑨連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額

・⑩組合等連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
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